
愛知県警察本部生活安全総務課警備業係

令和元年８月30日に警備業法施行規則の一部が改正となりました。
主な改正点は、
○ 警備員に対する教育期（前期・後期の廃止）を年度ごと
○ 警備員教育時間の短縮
○ 講義による方法の拡大
（電気通信回線を使用して行うものを追加）

で、特に警備員教育に係るものについては次のとおりです。

教育期の前期（４月～９月）、後期（１０月～翌年３月）が廃止となり、
教育期は「年度ごと（４月～翌年３月）」で、

※ 現任教育も半年ごとの教育期から、年度ごと
に見直されました。

警 備 員 教 育 期

改正により教育時間数が軽減されました。
１ 新任警備員教育（例：一般警備員の場合）
（前）基本教育１５時間、業務別教育１５時間＝３０時間
（新）基本教育＋業務別教育＝２０時間

注：業務別教育のうち実地教育は業務別教育時間数の２分の１
若しくは５時間のいずれか少ない時間数を超えない時間

２ 現任警備員教育（例：一般警備員の場合）
（前）基本教育３時間、業務別教育５時間＝８時間×２回（前期、後期）
（新）基本教育＋業務別教育＝１０時間（年度ごと）

となります。
基本教育、業務別教育の教育時間数の配分については、
※ 各営業所の警備員指導教育責任者が営業所の実態を踏まえて、
基本教育、業務別教育の教育時間配分を決め、教育計画を立てる

こととなります。（教育時間数の改正は別表を参照してください。）

警 備 員 教 育 時 間

教育期が年度ごとになったため、令和元年度の教育
計画書を
令和元年11月30日まで

に作成して、営業所に備え付けなければなりません。
改正された教育時間数を考慮して、適正な教育計画

書を作成して、計画書に基づいた警備員教育をお願い
します。






